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◆  緊 急 経 済 ・ 雇 用 対 策  ◆ 

 
 
 
 
■企業の経営安定 

【中小企業等の経営安定・強化】 

１ 経営安定特別資金（商工労働部） 20,000,000

（新規融資枠60,000,000）

 厳しい経済情勢の影響を受けている県内中小企業者に対して、低金利、低保証料、信用保証協会 100%

保証の資金を提供し、金融面から支援する。 

 

２ 経営支援プラザ等運営事業（商工労働部） 100,218

 中小企業支援の全県拠点としてコラッセふくしま内に設置した「経営支援プラザ」において、中小企業

者等の経営課題の解決に向けた総合的支援を行い、県内中小企業の経営基盤強化等を図る。 

 

３ 地球温暖化対策等推進基金事業（公共施設省エネ改修等補助事業・合同庁舎整備）

（生活環境部） 

387,503

 公共施設省エネ・グリーン化などの地球温暖化対策等の推進を図るための事業に要する資金を積み立て

る基金を造成し、平成21年度から平成23年度までの３年間で事業を行う。 

 

新４ 産地生産力強化総合支援事業（農林水産部） 183,816

 本県の顔となる主要な園芸品目産地や、地域が重点的に産地づくりを進める取組み等を支援し、園芸産

地の拡大を図る。さらに、稲作の低コスト化や多様な米づくり、転作作物の生産拡大等を支援する。 

 

■新たな地域産業の創出 

【新しい産業の育成】 

新１ 環境・新エネルギー関連産業集積・育成事業（商工労働部） 17,911

※プログラム２－（１）―１に同じ 

 

新２ ふくしま・地域産業６次化推進事業（農林水産部） 31,109

※プログラム２－（２）―１に同じ 

 

新３ ふくしま県産果実高度利用推進事業（商工労働部） 9,464

※プログラム２－（２）―２に同じ 

 

新４ ふくしま医療機器産業ハブ拠点形成事業（商工労働部） 3,611

※プログラム２－（１）―２に同じ 

 

一新５ 成長産業育成資金（商工労働部） 2,500,000

※プログラム２－（１）―５に同じ 

 

引き続き厳しい県内の経済・雇用情勢に的確に対応するための緊急経済・雇用対策について、主

な事業を掲載します。 
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一新６ がんばる企業・立地促進補助金（商工労働部） 430,000

※プログラム２－（１）―６に同じ 

 

【新事業創出等の促進】 

１ 意欲ある建設業チャレンジ支援事業（土木部） 8,241

 新分野への進出により経営基盤の強化を目指す県内建設業者に対し、経営革新事業への補助、企業認定

・表彰制度による入札参加資格加算制度などにより、自主的な取組みを支援する。 

 

２ 企業等農業参入支援事業（農林水産部） 9,800

※プログラム２－（２）―３に同じ 

 

■セーフティネットの強化 

【求職者の生活支援】 

１ 生活福祉資金貸付等補助事業（保健福祉部） 53,450

 県及び市町村社会福祉協議会が生活福祉資金の貸付等を行うために必要な事務費等を補助する。 

 

2 住宅手当緊急特別措置事業（保健福祉部） 143,183

離職者の住宅及び就労機会の確保を図るため、住宅手当を支給するとともに、住宅確保・就労支援員を

設置する。 

 

３ 労働者支援融資事業（商工労働部） 70,000

 県内の労働者に対し、求職中の生活費や医療費、冠婚葬祭費、教育費、災害復旧費等緊急的な資金供給

支援のための融資を行う。 

 

【就職支援】 

１ 離職者等再就職訓練事業（商工労働部） 339,814

 離職者等求職者の早期就職を支援するため、公共職業安定所長から受講あっせんを受けた者に対し、介

護、ＩＴ等を含めた多様な職業訓練を委託して実施する。 

 

２ 職場適応訓練事業（商工労働部） 12,720

 中高年齢者・障がい者等の就職困難者の就職を促進するため、受入可能な事業者を開拓し、同事業所に

おいて訓練を行い、作業環境に適応させ、訓練修了後は当該事業所に雇用させることを前提に実施する。 

 

３ 若年者等職業訓練事業（商工労働部） 26,887

 本格的雇用に至らない若年者の就職支援として、公共職業安定所長から受講あっせんを受けた若年者に

対し、民間教育訓練機関での教育訓練と企業実習を組み合わせた訓練を委託して実施する。 
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■緊急雇用の創出 

【緊急雇用創出】 

１ 緊急雇用創出基金事業（商工労働部） 6,500,000

 非正規労働者、中高年齢者等の一時的な雇用・就業機会の創出を図るため、国から交付される「緊急雇

用創出事業交付金」を活用し、民間企業等への委託、直接実施事業、市町村への補助事業を行う。 

 

2 県直接雇用創出事業（総務部） 90,000

 雇用対策の一環として、県自らが事業主として臨時職員を雇用し、県内雇用環境の改善に寄与する。 

 

■安定雇用の創出・確保 

【安定雇用創出・確保】 

１ 新規高卒者等雇用対策事業（商工労働部） 18,091

※プログラム４－（１）―８に同じ 

 

２  ふるさと雇用再生特別基金事業（商工労働部） 2,600,000

 県及び市町村の創意工夫に基づく地域の雇用機会の創出を図るため、国から交付される「ふるさと雇用

再生特別交付金」を活用し、民間企業等への委託、市町村への補助、正社員雇入れに対する一時金支給等

の事業を行う。 

 

３ 福祉・介護人材確保緊急支援事業（保健福祉部） 108,301

 福祉・介護サービス分野の人材を確保するため、施設や事業所等が行う職場体験や研修、人材マッチン

グ等を支援する。 

 

新４ 頑張る農業応援！新規就農定着支援事業（農林水産部） 13,133

※プログラム４－（１）―９に同じ 

 

一新５ 森林整備担い手対策基金事業費（農林水産部） 129,069

※プログラム４－（１）―１０に同じ 

 

 

 

緊急経済・雇用対策 事業数 事業費（千円） 

本資料に掲載した事業 （12）

25 

（30,323,775）

33,786,321 

その他の事業 （9）

25 

（79,323）

5,426,932 

合計 （21）

50 

（30,403,098）

39,213,253 

※（ ）内の数値は、重点事業と重複する事業を除いたもの。 

 

 


